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※１�　100年先も発展し続けるまちの姿「NCC（ネットワーク型コンパクトシティ）」を土台に、「地域共生社会」（社会）、「地域経済循環社会」（経済）、
「脱炭素社会」（環境）の３つの社会が、「人」づくりの取り組みや「デジタル」技術の活用によって発展する「夢や希望がかなうまち」のこと。

※ 2　中心市街地やそれぞれの地域拠点、産業拠点、観光拠点にまちの機能を集約し、それらの拠点が利便性の高い公共交通などで連携した都市のこと。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止と、社会・経済活動の両立に最優先で取り組みながら、
「スーパースマートシティ(※1)」の実現に向け、「NCC（ネットワーク型コンパクトシティ�※2)」をまちづく
りの基盤に、「地域共生社会」「地域経済循環社会」「脱炭素社会」の3つの社会が融合し、「人」づくりの取り
組みや「デジタル」技術の利活用を原動力として、持続的に発展を続けられるまちづくりに取り組みます。

問財政課☎(632)2063

「スーパースマートシティの実現」を目指して
令和4年度宇都宮市の予算

持続可能なまちづくりの基盤
「NCC」の形成
交通分野
■公共交通ネットワークの構築（80億9,615万円）
▼宇都宮駅東側のLRTの整備。
▼�公共交通利用促進運動M

ム ー ブ

OVE�N
ネ ク ス ト

EXT�U
ウ ツ ノ ミ ヤ

TSUNOMIYA
の実施（t

ト ト ラ

otra配付事業、新モ
ビリティ導入実証実験など）。
▼�地域内交通への交通ICカー
ドシステムの導入。
■道路ネットワークの構築
（28億3,012万円）
都市空間分野
■都市拠点・地域拠点の形成（157億3,590万円）
▼�JR宇都宮駅東口交流拠点施設・交流広場などの整
備の推進。
■拠点化の推進
（10億5,230万円）
▼�木造住宅の部分耐震改修な
どへの助成。
安心分野
■地域の安全対策の推進（8億8,001万円）
▼�浸水ハザードエリア内に立地する誘導施設の浸水
対策への助成。

安全安心なまちづくり
新型コロナウイルス感染症対策（148億8,075万円）
■感染拡大防止のための取り組み
▼�ワクチン接種体制の確保（3回目
接種、小児接種）。
▼PCR検査センターの運営。
■市民生活を守るための取り組み
▼生活困窮者への就労支援。
▼路線バスの運行便数の確保。
■事業活動継続のための支援
▼中小企業への資金支援の実施。
総合的な治水・雨水対策（32億6,431万円）
▼河川の堆積土砂の除去。
▼�公園における雨水貯留施設の整備。
▼�田んぼダムの普及促進（田川・
姿川流域）。

絆を深め、共に支え合う
「地域共生社会」の構築
健康分野
■からだとこころの健康づくりの推進（47億5,700万円）
▼�子宮頸がん予防ワクチンの積極的勧奨の再開。
■地域における健康づくりの充実（1億625万円）
福祉分野
■地域で安心して暮らせる環境の充実
（35億1,504万円）
▼�高齢者の入所・通所施設の防災・
減災に資する設備などへの助成。
■地域包括ケアシステムの深化・推進（7億4,691万円）
▼�医療・介護連携支援センターの運営など、地域療
育支援体制の推進。
協働・共生分野
■協働によるまちづくりの推進（1億5,145万円）
▼�魅力ある自治体づくりの取り組みへの支援。
■女性の活躍推進（2,936万円）
▼「つながりサポート女性支援事業」
の実施。
■多文化共生の推進（686万円）

未来への責任を果たす
「脱炭素社会」の構築
環境分野
■S

エス･ディー･ジーズ

DGs未来都市の推進（1億1,162万円）
▼�カーボンニュートラルの実現に向けた市民のライ
フスタイル転換を促進する啓発活動の実施。
■脱炭素化の促進（1億7,385万円）
▼�地域新電力会社「宇都宮ライトパワー」と連携した
再生可能エネルギーの地産地消の推進。
▼�市有施設における再生可能エネルギー導入推進
事業の実施。
■ごみの減量化・資源化の推進（5,460万円）
▼プラスチック資源分別収集の効果検証の実施。

▲交通ICカード「totra」

▲�交流拠点施設・交流広場
完成イメージ
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本文中に記載がないものは、原則として、対象＝どなたでも、費用＝無料、申込＝不要。 ＝地区市民センター、 ＝出張所、
＝生涯学習センター、 ＝申込時に記載する基本項目は、催し名・郵便番号・住所・氏名・ふりがな・電話番号・人数。

施
設
の
教
室
・

講
座

特
　
集 誰もが活躍し、さまざまなモノが交流する「地域経済循環社会」の構築

魅力創造・交流分野
■東京圏からの移住・定住などの促進（4億5,023万円）
▼�メディアなどを活用した都市ブランド、移住・定住プロ
モーションの実施。
■大谷地域の振興（6億3,978万円）
▼�旧大谷公会堂などを活用した観
光周遊拠点施設の整備。
産業分野
■産業の集積と振興
（2億696万円）
▼企業立地・定着促進拡大再投資に対する支援。
■雇用の創出と安定（4,073万円）
■中小企業振興の推進（163億4,171万円）
▼�製造業などに対するICT利活用促進事業の実施。

■Ｍ
マ イ ス

ＩＣＥ誘致の推進（2,818万円）
▼ＭＩＣＥ開催支援補助金による誘致。
■魅力ある観光と交流の促進（4億9,137万円）
▼「F

フ ィ バ

IBA 3
スリーエックススリー

ｘ3ワールドツアーう
つのみやオープナー」の開催。
■中心市街地の活性化
（1億3,559万円）
■文化の創造・活用の推進
（5億9,136万円）
農業分野
■農業の生産力の向上
（6億522万円）
▼�新規就農者の経営開始資金助
成の拡充。

「デジタル」を積極的に活用した
まちづくり
■地域社会のデジタル化の推進（1億4,165万円）
▼�デジタルコンテンツなど
を活用した「スーパース
マートシティ」の体験機
会の創出。
■市民サービスの提供に
おけるデジタル化
（12億3,411万円）
▼�窓口における手数料のキャッ
シュレス決済の拡充。
▼�地区市民センターなどにおけ
る窓口の待ち状況の配信。
▼�旅券申請手続きへの電子申請の導入。
▼�市有施設におけるW

ワイファ イ

i-Fi
など通信環境の整備。
■行政の業務効率化のた
めのデジタル化
（7,361万円）
▼�学校と保護者のデジタ
ル連絡ツールの導入。

まちづくりを支える
「人」づくり
子育て分野
■結婚・妊娠・出産の希望をかなえる支援
（4億7,831万円）
▼�母子健康手帳交付時の助
産師・保健師による妊婦へ
の全数面接の実施。
■子育て環境の充実
（28億1,258万円）
▼JR宇都宮駅東口に送迎保育ステーションを設置。
■子育て支援の充実（57億9,155万円）
▼�子育て世帯へ情報提供などを行う子育て支援アプ
リの導入。
■子ども・若者の健全育成・自立支援の推進
（2,831万円）
▼�親と子どもの居場所づくり事業の本格実施。
教育分野
■確かな学力を育む教育の推進（14億9,430万円）
■教育環境の充実（26億2,381万円）
■スポーツ活動の推進（35億9,663万円）
▼�いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会の開催。

令和4年度
一般会計当初予算

2,246億円
特
集
①

「人」・「デジタル」原動力

誰もが活躍し、さまざまな
モノが交流する

「地域経済循環社会」

未来への
責任を果たす

「脱炭素社会」

絆を深め、
共に支え合う

「地域共生社会」

持続可能なまちづくりの基盤
「NCC」

▲�観光周遊拠点施設の
　イメージ

「スーパースマートシティ」の構成イメージ
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用語の説明
自主財源
市が自主的に収入でき
るお金

依存財源
国や県の決定や割り当
てに基づいて交付され
るお金

自主財源自主財源
54.9%

（1,232億8,762万円）

依存財源依存財源
45.1%

（1,013億1,238万円）

市税
40.8%

（915億7,300万円）

分担金・負担金
0.7%

（15億3,373万円）

国・県
支出金
26.1%

（586億8,448万円）

市債
10.0%

（224億2,990万円）

地方消費税交付金 5.9%
（132億5,100万円）

地方特例交付金その他依存財源 1.5%
（３４億４，０００万円）

地方交付税 1.0%
（21億5,100万円）

法人事業税交付金 0.6%
（13億５，６００万円）

使用料・手数料
1.4%

（31億1,297万円）

繰入金
3.2%

（70億9,128万円）

諸収入その他
自主財源
8.8%

（199億7,664万円）

▼臨時財政対策費が減少。
市債14億円減

▼対象事業費の減少に伴い
LRT事業費負担金が減少。

分担金・負担金1億円減

▼消費税収入額が増加。
地方消費税交付金12億円増

▼減債基金の繰入額が減少。
繰入金15億円減

市税68億円増

▼新型コロナワクチン接種に
係る感染症予防費負担金が
減少。

国・県支出金41億円減

▼給与所得や企業収益などに
より、個人・法人市民税が増
加。
▼新型コロナウイルス感染症
に係る緊急経済対策によ
る、固定資産税の軽減・免除
が終了したことによる増加。

◎��この特集の金額表示　増減額の表記は前年度の予算額と比較したものです。また、表示単位未満を四捨五入しているため、合計金額と合わない場合
があります。
※ 1　財政調整のための 3基金（財政調整基金・減債基金・公共施設等整備基金）の合計。※ 2　R2までは決算額、R3は決算見込額です。

宇都宮市の

お金の
使いみち
２，２４６億円

対前年度予算比
４５億円（２.０％）減

市債残高 基金残高（※1）一般会計　　1,421 億円（108億円増）
全 会 計　　2,212 億円（108億円減） 172億円（取崩額46億円）

3基金残高の推移（※2）（億円）
300
250
200
150
100
50
0

299
250

219 216
173

H30 R1 R2 R3 R4

市債発行額と残高の推移（※2）
発行額（億円）
450
400
350
300
250
200
150
100
50
0

残高（億円）
2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

一般会計発行額
全会計発行額

一般会計残高
全会計残高

H30 R1 R2 R3 R4
92 123 137174

190228
432

365 224
312

990 998 1,065
1,313 1,421

1,927 1,872 1,881
2,104 2,212

歳　入

令和4年度一般会計当初予算

　基金とは、決まった目的のために積み立てている資
金で、財政調整基金・減債基金・公共施設等整備基金な
どがあります。今年度は、JR宇都宮駅東口交流拠点施
設の整備や、公共建築物長寿命化事業などの財源とし
て公共施設等整備基金を31億円活用する他、本市の
目指すまちづくりに向けて、財政調整基金を15億円な
ど、合計46億円を活用しています。今後とも社会経済
状況の変化などに対応できる残高を確保していきます。

　市債とは、道路・公園・学校など、公共施設の整備
費用を長期的に借り入れるものです。
　整備時に多額の費用が必要となることや、次世代
の人たちも利用することから、年度間の財政負担を
平準化し、将来の市民の皆さんにも公平に費用を負
担していただくためのものです。今後も計画的に活
用し、健全な財政運営に努めます。
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本文中に記載がないものは、原則として、対象＝どなたでも、費用＝無料、申込＝不要。 ＝ホームページ、 ＝Ｅメールアドレス、 ＝地区市
民センター、 ＝出張所、 ＝生涯学習センター、 ＝申込時に記載する基本項目は、催し名・郵便番号・住所・氏名・ふりがな・電話番号・人数。

各番号を市 のトップページで入力すると関連ページが見られます

歳出（性質別で見た場合） 特別会計　1,157億円（2億円減）
企業会計　　503億円（43億円増）

義務的経費

1,032億7,850万円
（8億円減）

扶助費 26.8％
人件費 13.8％
公債費 5.4％

投資的経費

393億8,402万円
（1億円増）

普通建設事業費 17.5％

その他の経費

819億3,748万円
（38億円減）

物件費 13.6％�
補助費等 8.1％�
貸付金 7.2％�
繰出金 5.6％�
積立金・出資
金など 2.0％�

特別会計 当初予算額
国民健康保険 477億7,400万円
介護保険 361億4,024万円

母子父子寡婦福祉
資金貸付事業 2億3,959万円

後期高齢者医療 66億4,549万円
競輪 214億1,672万円

企業会計 当初予算額
水道事業 201億6,510万円
下水道事業 273億7,252万円

中央卸売市場事業 28億537万円

特別会計 当初予算額
駐車場 1億4,807万円

土
地
区
画
整
理
事
業

鶴田第２ 10億9,530万円
宇大東南部第１ 4億630万円
宇大東南部第２ 10億4,573万円
岡本駅西 6億1,205万円
育英事業 2億1,651万円

民生費
37.9%

（852億1,148万円）

土木費
18.5%

（414億8,465万円）

教育費
10.3%

（232億1,559万円）

商工費
8.6%

（192億1,426万円）

総務費
7.9%

（176億7,752万円）

衛生費
7.4%

（167億3,204万円）

公債費
5.4%

（120億2,268万円）

農林水産業費 1.0%
（22億6,587万円）

議会費 0.4%
（9億730万円）

消防費 2.5%
（56億1,290万円）

労働費、予備費など 0.1%
（2億5,571万円）

用語の説明
▼民生費　子どもや高齢
者、障がい者などの福
祉のためのお金
▼土木費　道路や公園
などを整備するお金
▼教育費　学校の運営
や社会教育などのお金
▼総務費　市役所の全
般的な事務などのお金
▼衛生費　病気の予防
やごみ処理などのお金
▼商工費　商業、工業の
振興や観光イベントな
どのお金
▼公債費　借りたお金の
返済のためのお金
▼農林水産業費　農業、
林業、畜産業などの振
興のためのお金

▼老人福祉施設運営等助成費や
児童発達支援費が増加。

民生費1億円増

▼ＬＲＴの整備に関する費
用が減少。

土木費14億円減

▼中小企業事業資金貸
付金が減少。

商工費27億円減

▼国民体育大会の開催や星
が丘中学校の改修に関す
る費用が増加。

教育費26億円増

詳しくは
市 を
見てね♪

ID 1010664

歳　出

■特別会計の特色
▼高齢化の進行に伴い、介護保険特別会計が増加。
▼��国際自転車トラック競技支援競輪の開催により、競輪特
別会計が増加。

▼��生活保護費や児童手当
費の減少に伴い、扶助費
が減少。

▼��JR宇都宮駅東口整備費
や老人福祉施設運営等助
成費が増加。

▼��新型コロナワクチン接種
に係る予防接種の減少に
伴い、物件費が減少。
▼��中小企業事業資金貸付
金の減額により、貸付金
が減少。

■企業会計の特色
▼��上下水道施設の耐震化や老朽化対策など、建設改良費
が増加。

（目的別）


